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令和６・７年度後期高齢者医療保険料率の算定案について 

 

後期高齢者医療制度の保険料は、２年ごとに見直すこととなっており、東京都後期高齢者

医療広域連合から別紙のとおり、現段階における令和６・７年度の保険料率算定案が示され

た。 

今後、出産育児支援金の導入に伴う影響や保険料率の増加を一定程度抑制するための措置

などを踏まえて協議を重ね、最終的には東京都後期高齢者医療広域連合議会において、保険

料率を決定していく。 

 

１ 算定における設定条件 

⑴ 厚生労働省通知により、後期高齢者負担率を「12.70％（制度改正を考慮したもの）」、

「12.27％（制度改正を考慮しないもの）」とした。 

⑵ 被保険者数は、令和６年度は「1,760 千人」、令和７年度は「1,793 千人」と推計した。 

⑶ 医療給付費については、一人当たりの伸び率「年 0.78％」を採用し、令和６年度は「1

兆 5,735 億円」、令和７年度は「1兆 6,129 億円」と推計した。 

⑷ 普通調整交付金算定に用いる所得係数は「1.59」と推計した。厚生労働省通知に基づ

き、所得係数 1.59 に 48 分の 52 を乗じ、均等割額と所得割額の比率を「36.73：63.27」

とした。 

⑸ 出産育児一時金の財政影響は、東京都後期高齢者医療広域連合被保険者の全国被保険

者数に占める割合から算出し、２年で「22.74 億円（一人当たりの保険料影響額 640 円

／年）」と見込んだ。 

⑹ 賦課限度額は引き上げられ「80 万円」となる。ただし、激変緩和措置として令和６年

度は「73 万円」となる。 

⑺ 令和６・７年度均等割及び旧但書き所得 58 万円以下の方の令和６年度所得割は、激

変緩和措置として制度改正の影響を受けない。 

⑻ 被保険者の所得の伸び率は、令和５年６月の確定賦課時点の所得を基とし「年0.32％」

と見込んだ。 

 



２ 剰余金について 

令和４・５年度決算に見込まれる剰余金 250 億円については、後期高齢者医療保険料率

の上昇を抑制するため活用する。 

 

３ 令和６・７年度保険料率算定案 

  上記の考え方を基に、東京都後期高齢者医療広域連合が現段階での保険料率算定案を示

した（東京都後期高齢者医療広域連合 資料：別紙）。 

  現在示されている算定案では、財政安定化基金拠出金を除く審査支払手数料など３項目

及び所得割額軽減策について、区市町村の一般財源を投入する保険料軽減策の実施を前提

として算定されており、さらに、厚生労働省通知による後期高齢者負担率 12.70％等を考

慮したものである。 

  現段階における一人当たりの平均保険料額は、令和６年度が「112,633 円」、令和７年

度が「114,895 円」で、令和４・５年度の一人当たりの平均保険料額と比較すると令和６

年度が 7,791 円、令和７年度が 10,053 円の増額となる。 

 

※ 医療保険制度改正について 

  子育てを全世代で支援する観点から、後期高齢者医療制度が出産育児一時金に係る費用

の一部を支援する仕組みを導入することとなった。また、現役世代の負担上昇を抑制する

ため、後期高齢者一人当たりの保険料と現役世代一人当たりの後期高齢者医療支援金の伸

び率が同じになるよう、後期高齢者負担率の設定方法の見直しが行われた。

 



４ 保険料算定の基礎となる数値（「東京都後期高齢者医療広域連合」による試算） 

  令和６年度 令和７年度 平均 

年度平均被保険者数 １，７６０千人 １，７９３千人 １，７７７千人 

一人当たり医療給付費  ８９４，０２２円   ８９９，５７１円  

（単位：百万円） 

 令和６年度 令和７年度 合計 

 

 

費 

 

用 

 

医療給付費 １，５７３，４７９ １，６１２，９３１ ３，１８６，４１０ 

葬祭費 ４，５３０ ４，６１５ ９，１４５ 

審査支払手数料 ３，８５４ ３，９３１ ７，７８５ 

財政安定化基金拠出金（0％） ０ ０ ０ 

特別高額医療費共同事業拠出金 １，２５４ １，３６３ ２，６１７ 

健診事業費 ５，９３１ ６，０４２ １１，９７３ 

保健事業と介護予防の一体的実施 １，７１７ ２，１４７ ３，８６４ 

出産育児一時金 １，１３７ １，１３７ ２，２７４ 

費用合計① ３，２２４，０６５ 

 

 

 

 

 

収 

 

入 

 

 

国 

療養給付費負担金 ３４６，９５２ ３５５，６５１ ７０２，６０３ 

高額医療費負担金 １１，３２５ １２，２８８ ２３，６１３ 

普通調整交付金 ５５，１９０ ５８，０１６ １１３，２０６ 

健康診査補助金 １，７７１ １，８０４ ３，５７５ 

一体的実施補助金 １，１４５ １，４３１ ２，５７６ 

 

都 

療養給付費負担金 １１５，６５１ １１８，５５０ ２３４，２０１ 

高額医療費負担金 １１，３２５ １２，２８８ ２３，６１３ 

健康診査補助金 １，７７１ １，８０４ ３，５７５ 

区

市

町

村 

療養給付費負担金 １１５，６５１ １１８，５５０ ２３４，２０１ 

葬祭費負担金 ４，５３０ ４，６１５ ９，１４５ 

審査支払手数料負担金 ３，８５４ ３，９３１ ７，７８５ 

財政安定化基金拠出金負担金（0％） ０ ０ ０ 

後期高齢者交付金 ６７９，７４３ ６９６，７８６ １，３７６，５２９ 

特別高額医療費共同事業交付金 １，２５４ １，３６３ ２，６１７ 

剰余金 １２，５００ １２，５００ ２５，０００ 

収入合計② ２，７６２，２３６ 

  

保険料収納必要額（保険料賦課総額）（①－②） ４６１，８２９ 

※百万円未満を四捨五入しているため、各数値の合計と総合計が一致していない。 


